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○ 総 務 省 告 示 第 百 八 十 五 号  

 中 小 企 業 等 経 営 強 化 法 （ 平 成 十 一 年 法 律 第 十 八 号 ） 第 十 六 条 第 三 項 の 規 定 に 基 づ き 、 電 気 通 信 分 野

に 係 る 経 営 力 向 上 に 関 す る 指 針 （ 平 成 二 十 八 年 総 務 省 告 示 第 四 百 十 八 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 変 更 し

た の で 、 同 条 第 五 項 の 規 定 に 基 づ き 公 表 し 、 令 和 七 年 六 月 二 日 か ら 施 行 す る 。  

  令 和 七 年 五 月 三 十 日   

                                 総 務 大 臣  村 上 誠 一 郎    

次 の 表 に よ り 、 変 更 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 下 線 を 付 し 又 は 破 線 で 囲 ん だ 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 変

更 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 下 線 を 付 し 又 は 破 線 で 囲 ん だ 部 分 の よ う に 改 め 、 変 更 前 欄 及 び 変 更 後 欄 に 対 応

し て 掲 げ る そ の 標 記 部 分 に 二 重 下 線 を 付 し た 規 定 （ 以 下 「 対 象 規 定 」 と い う 。 ） は 、 そ の 標 記 部 分 が

同 一 の も の は 当 該 対 象 規 定 を 変 更 後 欄 に 掲 げ る も の の よ う に 改 め 、 そ の 標 記 部 分 が 異 な る も の は 変 更

前 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 を 変 更 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 と し て 移 動 し 、 変 更 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 で 変 更

前 欄 に こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、 こ れ を 加 え る 。
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変       更       後  変       更       前  

第１ 現状認識 

 １ 全体の傾向 

   電気通信分野の中核となる、電気通信事業法（昭和59年法律第86号）に基づく登録又は届

出を行っている電気通信事業者の数は、令和６年度末時点で２万6,642者である。2024年情

報通信業基本調査によれば、令和５年度における電気通信業の売上高は15.2兆円である｡ 

   固定通信と移動通信の売上高比率は、令和５年度において、固定通信が全体の27.5％、移

動通信が全体の55.3％となっている。スマートフォン等の普及を背景に増加していた移動通

信の売上が減少し、固定通信の売上は増加した。また、売上高の役務別比率をみると、音声

伝送役務の割合が全体の26.9％、データ伝送役務は全体の55.9％となっている（2024年情報

通信業基本調査）。映像系コンテンツやＳＮＳなどの利用拡大などを背景に、平成23年度以

降データ伝送役務の売上が音声伝送役務を上回っている。 

   電気通信業について、主要役務ごとのサービス概況は次のとおりである。 

   音声通信サービスの加入契約数については、固定通信が減少傾向にある一方、移動通信（

携帯電話、ＰＨＳ及びＢＷＡ）及び０ＡＢＪ型ＩＰ電話は堅調な伸びを示している。また、

０５０型ＩＰ電話は、近年横ばいで推移している。令和５年度における移動通信の契約数は

、総人口を大きく超える２億1,888万に達している（令和６年版情報通信白書）。 

   固定系ブロードバンドの契約数については、ＤＳＬ及びＣＡＴＶが減少し、より高速なサ

ービスを提供するＦＴＴＨが増加しており、固定系ブロードバンドに占めるＦＴＴＨの比率

は、令和６年12月末で79％に達している（総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに

関する四半期データの公表（令和６年度第３四半期（12月末））」）。 

   また、移動系通信の契約数については、第５世代携帯電話の普及に伴い３．９－４世代携

帯電話（ＬＴＥ）の契約数は減少しているものの総数は増加しており、令和６年12月末にお

いて、３．９－４世代携帯電話（ＬＴＥ）は１億1,466万（前年同期比6.1％減）、第５世代

携帯電話は１億709万（前年同期比23.8％増）、ＢＷＡは9,016万（前年同期比3.9％増）に

達している（総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表（

令和６年度第３四半期（12月末））」）。 

   移動通信におけるＭＶＮＯは、回線をＭＮＯや他のＭＶＮＯから借りるために設備投資を

抑制でき、比較的小規模な事業者でも参入しやすい特徴があるため、令和６年12月末におけ

るＭＶＮＯサービス提供事業者数は1,900者を超え、契約数は3,618万に達している。また、

近年、他の電気通信事業者からＦＴＴＨの卸電気通信役務の提供を受けてサービスを提供す

るＦＶＮＯサービスの提供も進んでおり、令和６年12月末におけるＦＴＴＨの契約数4,090

万のうち、卸電気通信役務を利用して提供される契約数は2,199万（53.8％）となっている

（総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表（令和６年度

第３四半期（12月末））」）。 

   法人向けの専用線等市場の契約数については、広域イーサネットサービス（令和６年12月

末で70.3万契約）及びＩＰ－ＶＰＮサービス（令和６年12月末で63.1万契約）ともに近年横

ばいで推移している（情報通信統計データベース「ブロードバンドサービス等の契約数の推

移（四半期））。 

   電気通信は、我が国の国民生活にとって必要不可欠な基盤となっており、また、平常時だ

けではなく災害等の非常時にも、極めて重要な役割を果たしている。今後、パソコンやスマ

ートフォンなどの従来のインターネット接続端末に加え、家電や自動車、ビルや工場など、

第１ ［同左］ 

 １ 全体の傾向 

   電気通信分野の中核となる、電気通信事業法（昭和59年法律第86号）に基づく登録又は届

出を行っている電気通信事業者の数は、令和２年度末時点で２万1,913者である。2020年情

報通信業基本調査によれば、令和元年度における電気通信業の売上高は17.6兆円、常時従業

者数は18万2,538人、事業所数は2,324事業所（同調査における回答企業389者の合計）であ

る｡ 

   固定通信と移動通信の売上高比率は、令和元年度において、固定通信が全体の28.5％、移

動通信が全体の49.9％となっている。スマートフォン等の普及を背景に増加していた移動通

信の売上が減少し、固定通信の売上は増加した。また、売上高の役務別比率をみると、音声

伝送役務の割合が全体の29.2％、データ伝送役務は全体の49.3％となっている（2020年情報

通信業基本調査）。映像系コンテンツやＳＮＳなどの利用拡大などを背景に、平成23年度以

降データ伝送役務の売上が音声伝送役務を上回っている。 

   電気通信業について、主要役務ごとのサービス概況は次のとおりである。 

   音声通信サービスの加入契約数については、固定通信が減少傾向にある一方、移動通信（

携帯電話、ＰＨＳ及びＢＷＡ）及び０ＡＢＪ型ＩＰ電話は堅調な伸びを示している。また、

０５０型ＩＰ電話は、近年横ばいで推移している。令和元年度における移動通信の契約数は

、総人口を大きく超える１億8,661万に達している（令和２年版情報通信白書）。 

   ブロードバンド基盤の整備については、令和元年度末において、固定系超高速ブロードバ

ンドの世帯カバー率は99.6％、移動系超高速ブロードバンドの人口カバー率は99.9％となっ

ている（令和元年度末総務省調査）。 

   固定系ブロードバンドの契約者数については、ＤＳＬが減少し、より高速なサービスを提

供するＦＴＴＨが増加しており、固定系ブロードバンドに占めるＦＴＴＨの比率は、令和元

年度末で82％に達している（総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期

データの公表（令和２年度第４四半期（３月末））」）。 

   また、移動系超高速ブロードバンドについても、スマートフォンやタブレットの普及と連

動して契約数が増加しており、令和２年度末において、３．９－４世代携帯電話（ＬＴＥ）

は１億5,437万（前年同期比1.1％増）、ＢＷＡは7,505万（前年同期比5.4％増）に達してい

る（総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表（令和２年

度第４四半期（３月末））」）。 

   移動通信におけるＭＶＮＯは、回線をＭＮＯや他のＭＶＮＯから借りるために設備投資を

抑制でき、比較的小規模な事業者でも参入しやすい特徴があるため、令和２年度末時点にお

けるＭＶＮＯサービス提供事業者数は1,500者を超え、契約数は2,612万に達している。また

、近年、他の電気通信事業者からＦＴＴＨの卸電気通信役務の提供を受けてサービスを提供

するＦＶＮＯサービスの提供も進んでおり、令和２年度末におけるＦＴＴＨの契約数3,502

万のうち、卸電気通信役務を利用して提供される契約数は1,856万（53.0％）となっている

（総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表（令和２年度

第４四半期（３月末））」）。 

   法人向けの専用線等市場については、国内専用線の回線数（平成30年度末で29.4万回線）

が減少する一方で、広域イーサネットサービス（令和元年度末で64.1万契約）の契約数は増

加の傾向となっており、ＩＰ－ＶＰＮサービス（令和元年度末で65.9万契約）は、近年横ば
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世界中の様々なモノがインターネットにつながる本格的なＩｏＴ時代においては、一層、そ

の重要性が高まるものと考えられ、サービスの持続性を確保することが不可欠となっている

。 

   また、電気通信は、他の業種の経営力を向上させるための手段として重要な役割を果たし

ているため、電気通信分野における取組は我が国の経済全体の生産性向上にも大きく寄与す

るとともに、我が国が抱える「過疎化」、「少子高齢化」、「医師不足」等の様々な課題の

解決に貢献することも期待される。 

 

 

 

 

 ２ 業態の特徴 

   2024年情報通信業基本調査によれば、情報通信業における従業者数（416,306人）に対す

る電気通信事業の従業者数（108,394人）の割合は26.0％となっている。また、電気通信業

の労働生産性（付加価値額／従業者数）は5,978万円／人となっており、情報通信業におけ

る平均値である2,455万円／人の約2.4倍に達する非常に高い値となっている。 

 

   電気通信業には多様な事業形態があるが、大きく分けると、自ら電気通信回線設備を設置

して事業を行う者と他者の電気通信回線設備を利用することにより事業を行う者に分けるこ

とができる。 

   一般的には、前者は労働力よりも資本設備により大きく依存する資本集約型産業であり、

技術の進展に応じて不断に設備投資を行いネットワークの高度化・効率化等を図ることによ

り、サービスの多様化・高度化等を行う必要がある。後者は、前者に比べて資本設備への依

存が小さく、収益を確保するためには、付加価値の高いサービスや差別化されたサービスの

提供等が必要となる。 

   電気通信市場が多様化する中で、大規模事業者を中心に、複数のサービスを組み合わせる

ことでユーザを囲い込む動きが加速している。固定電話・ブロードバンド・ＩＰＴＶ・携帯

電話などの通信サービスに加えて、電力やガスなど他の公共サービスのセット販売やポイン

トサービス・決済サービス等と連動させる動きも盛んである。また、本格的なＩｏＴ時代に

向けて、自動車やヘルスケアなど異業種企業との連携、通信だけではなくシステム構築やデ

ータ解析などを含めたトータルソリューションを提供する動きも見られる。中小事業者にと

っては、このような大規模事業者の動きを踏まえた対応も大きな課題である。 

   インターネットにおいて、自ら通信インフラを持たずにサービスを提供するＯＴＴ（Ｏｖ

ｅｒ－Ｔｈｅ－Ｔｏｐ）と呼ばれる事業者が、グローバルに急成長しているのも近年の大き

な特徴である。ＯＴＴ事業者が映像サービス等を提供することで、ブロードバンド契約者の

総ダウンロードトラヒックが令和６年11月には前年同月比12.7％増の約38.9Ｔｂｐｓに達す

る（総務省「我が国のインターネットにおけるトラヒックの集計・試算 2024年11月の集計

結果の公表」）など、ネットワークのリソースがひっ迫し、国内の電気通信事業者は多大な

設備投資を迫られている。収益モデルによっては、電気通信事業者は増加する投資コストを

回収できないおそれがあり、経営上の重要な課題となっている。 

   電気通信市場は技術革新のペースが速いことも特徴であり、最新技術をタイムリーに導入

することが競争力維持の鍵となる。近年ではスマートフォン、クラウドコンピューティング

、ＬＴＥ、ＦＴＴＨなどが市場を牽引してきたが、今後も５Ｇ、スモールセル、ＩＰｖ６、

いで推移している（令和２年版情報通信白書）。 

   電気通信は、我が国の国民生活にとって必要不可欠な基盤となっており、また、平常時だ

けではなく災害等の非常時にも、極めて重要な役割を果たしている。今後、パソコンやスマ

ートフォンなどの従来のインターネット接続端末に加え、家電や自動車、ビルや工場など、

世界中の様々なモノがインターネットにつながる本格的なＩｏＴ時代においては、一層、そ

の重要性が高まるものと考えられ、サービスの持続性を確保することが不可欠となっている

。 

   また、電気通信は、他の業種の経営力を向上させるための手段として重要な役割を果たし

ているため、電気通信分野における取組は我が国の経済全体の生産性向上にも大きく寄与す

るとともに、我が国が抱える「過疎化」、「少子高齢化」、「医師不足」等の様々な課題の

解決に貢献することも期待される。 

 ２ ［同左］ 

   2020年情報通信業基本調査によれば、資本金が３億円未満の事業者が60.9％（回答者数40

7者）、従業者数が300人未満の事業者が92.2％（回答者数370者）となっている。 

   他方、同調査によれば、電気通信業の労働生産性（付加価値額／従業者数）は4,085万円

／人となっており、情報通信業における平均値である1,413万円／人の約2.9倍に達する非常

に高い値となっている。 

   また、電気通信業には多様な事業形態があるが、大きく分けると、自ら電気通信回線設備

を設置して事業を行う者と他者の電気通信回線設備を利用することにより事業を行う者に分

けることができる。 

   一般的には、前者は労働力よりも資本設備により大きく依存する資本集約型産業であり、

技術の進展に応じて不断に設備投資を行いネットワークの高度化・効率化等を図ることによ

り、サービスの多様化・高度化等を行う必要がある。後者は、前者に比べて資本設備への依

存が小さく、収益を確保するためには、付加価値の高いサービスや差別化されたサービスの

提供等が必要となる。 

   電気通信市場が多様化する中で、大規模事業者を中心に、複数のサービスを組み合わせる

ことでユーザを囲い込む動きが加速している。固定電話・ブロードバンド・ＩＰＴＶ・携帯

電話などの通信サービスに加えて、電力やガスなど他の公共サービスのセット販売やポイン

トサービス・決済サービス等と連動させる動きも盛んである。また、本格的なＩｏＴ時代に

向けて、自動車やヘルスケアなど異業種企業との連携、通信だけではなくシステム構築やデ

ータ解析などを含めたトータルソリューションを提供する動きも見られる。中小事業者にと

っては、このような大規模事業者の動きを踏まえた対応も大きな課題である。 

   インターネットにおいて、自ら通信インフラを持たずにサービスを提供するＯＴＴ（Ｏｖ

ｅｒ－Ｔｈｅ－Ｔｏｐ）と呼ばれる事業者が、グローバルに急成長しているのも近年の大き

な特徴である。ＯＴＴ事業者が映像サービス等を提供することで、ブロードバンド契約者の

総ダウンロードトラヒックが令和２年11月には前年同月比56.7％増の約19.8Ｔｂｐｓに達す

る（総務省「我が国のインターネットにおけるトラヒックの集計・試算 2020年11月の集計

結果の公表」）など、ネットワークのリソースがひっ迫し、国内の電気通信事業者は多大な

設備投資を迫られている。収益モデルによっては、電気通信事業者は増加する投資コストを

回収できないおそれがあり、経営上の重要な課題となっている。 

   電気通信市場は技術革新のペースが速いことも特徴であり、最新技術をタイムリーに導入

することが競争力維持の鍵となる。近年ではスマートフォン、クラウドコンピューティング

、ＬＴＥ、ＦＴＴＨなどが市場を牽引してきたが、今後も５Ｇ、スモールセル、ＩＰｖ６、



四 頁  
  

ＩｏＴ、エッジコンピューティング、ＳＤＮ等のソフトウェア制御技術、次世代無線ＬＡＮ

、ＡＲ・ＶＲ、自動走行車・コネクテッドカー、シェアリングエコノミー、ＡＩなど様々な

技術・サービスに対応した投資・人材育成を進めていく必要がある。 

   なお、本格的なＩｏＴ時代に必要不可欠とされているＩＰｖ６については、契約数が10万

以上のＩＳＰ事業者では93.1％がＩＰｖ６接続サービスを提供しているが、契約数が１万未

満のＩＳＰ事業者では65.2％に留まっている（令和６年版情報通信白書）ため、今後は、中

小事業者においても更なる対応率の上昇が期待されるところである。 

   その他、情報通信が国民生活の基盤インフラとしての存在感を強める中で、セキュリティ

や安心・安全に対する脅威も増加しており、電気通信事業者等にとってセキュリティの強化

、個人情報保護、消費者保護及び青少年保護は重要な課題である。 

［第２ 略］ 

第３ 経営力向上の実施方法に関する事項 

 ［１・２ 略］ 

 ３ 売上高が100億円を超えるまでの目標期間 

   中小企業等経営強化法施行規則（平成11年通商産業省令第74号）第16条第３項の経済産業

大臣の確認を受けて経営力向上計画の認定の申請を行おうとする特定事業者等は、経営力向

上に係る事業の実施を通じて100億円を超える売上高を目指す期間（以下「目標期間」とい

う。）を設定するものとする。なお、目標期間は10年を超えないものとする。 

 ４ ［略］ 

［第４～第６ 略］ 

 

ＩｏＴ、エッジコンピューティング、ＳＤＮ等のソフトウェア制御技術、次世代無線ＬＡＮ

、ＡＲ・ＶＲ、自動走行車・コネクテッドカー、シェアリングエコノミー、ＡＩなど様々な

技術・サービスに対応した投資・人材育成を進めていく必要がある。 

   なお、本格的なＩｏＴ時代に必要不可欠とされているＩＰｖ６については、契約者数が10

万以上のＩＳＰ事業者では83.3％がＩＰｖ６接続サービスを提供しているが、契約者数が１

万未満のＩＳＰ事業者では33.3％しか対応していない（令和２年版情報通信白書）ため、今

後は、中小事業者においても更なる対応率の上昇が期待されるところである。 

   その他、情報通信が国民生活の基盤インフラとしての存在感を強める中で、セキュリティ

や安心・安全に対する脅威も増加しており、電気通信事業者等にとってセキュリティの強化

、個人情報保護、消費者保護及び青少年保護は重要な課題である。 

［第２ 同左］ 

第３ ［同左］ 

 ［１・２ 同左］ 

 ［新設］ 

 

 

 

 

 ３ ［同左］ 

［第４～第６ 同左］ 

備 考 表 中 の ［ ］ の 記 載 及 び 対 象 規 定 の 二 重 下 線 を 付 し た 標 記 部 分 を 除 く 全 体 に 付 し た 下 線 は 注 記 で あ る 。  

 
 




